
〔チーム研究7〕地域母子保健・福祉の連携・支援体制のあり方に関する研究（主任研究者　高野　陽）

保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）

一愛育班活動における他組織との連携実態一

母子保健研究部　斉藤　進・高野　陽

研究企画・情報部小山修・中村敬
　愛育推進本部　長坂典子

【要約】

　本研究は、愛育班が活動する368市町村の保健師を対象に、愛育班とその担当保健師の連携実態を調査し、

その現状と今後の課題を明らかにすることを目的とした。調査は平成14年2月から3月に自記式調査票を

用いた郵送調査法で実施した。有効回収率は69．3％であった。

　愛育班と他組織・団体との「連携あり」は26％、「必要に応じて連携する」57％であった。連携先の組織・

団体は、食生活改善推進員・協議会、町内会・自治会、社会福祉協議会などが60％であり、主な連携内容は

「事業への協力」（80％）であった。連携頻度と連携の必要性が高いとされた組織・団体は「子育てクラブ・

サークル」であった。また、愛育班への支援にあたって、保健師の連携実態は、保健、福祉領域に比べ教育

領域が低いことが指摘され（20％弱）、教育領域との連携のあり方が今後の課題である。
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A　Study　on　the　Activities　of　the　Community　Organizations　and．the

RelationshipsbetweenThemintheFiel（1sofHealth　andWe塩re（2）

Susumu　SAITO，AkiraTAKANO，Osamu　OYAMA

　　Takashi　NAKへL狙JRA，Noriko　NAGASAKA

　　　The　purpose　of　this　stu（ly　is　to　survey　the　cooperation　conditions　between　AIIKU－HAN　and　the

other　organizations　of　public　health　n皿se，and　to　clarify　the　l）resent　con（lition　an（l　the　problem．The

object　of　this　survey　was　public　health　nurse　of368in　cities，towns　and　villages　with　AIIKU－HAN．

S皿veywas　conductedby　the　mail　s皿vey　methodwhich　the　questionnaire　were　use（hn　February，March

2002，and　the　ef蘇ective　recovery　rate　was69．3％．

　　　As而r　AIIKU－HAN　and　other　organizations，26％was　in　cooperation，Organizations　in

cooperation（the　rate　was60％）were　the　Health－mate．the　neighborhood　ass㏄iation，and　the　social

welfare　con艶rence．The　contents　ofcooperation　were　enterprise　cooperation（80％），and　the　necessity　fbr

cooperation　and　the丘equency　ofcool）eration　were　high　in　the　chi1（1－rearing　club，The　cooperation　rate　of

the　educational　domain　was　a　little　less　than20％．
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1。はじめに

　整理方法は、統計ソフトSPSS　forWindowsを使

用し、市町村別に単純集計を行い検討した。

　近年、都市化、核家族化、産業構造や人口構造の

変化などの社会環境が大きく変わってきている。社

会環境の変化や価値観の多様化は、生活や健康、福

祉面でも多様な二一ズをつくりだしている。それに

従い、従来の縦割りの行政システムでは対応できず、

行政、NPO等が連携して対応することが求められて

いる。

　また、保健と福祉の境界がなくなりつつあり、保

健行政と福祉行政が統合されつつある。一方、教育

行政では、社会の変化に対応した今後の社会教育の

あり方として、平成10年生涯学習審議会答申では

総合的なネヅトワーク型行政の構築をあげ、広範囲

な連携を重視している1）。この流れが地域組織活動

に影響を与え、自らの限界を意識し、他の組織・団

体との連携による活動展開を要求されているといっ

てよい。従って活発な活動展開は、多様な活動展開

を喚起し、地域組織活動には広範囲な連携が必要と

なっている。

ll．目　的

　本研究は、以上述べた連携を重視し、愛育班等の

地域組織活動の連携の実態と活動展開プロセスに対

応した保健師等の連携、協力についての意識、実態

を調査検討し、その現状と課題を明らかにすること

とし、今後の地域組織の活性化に資することを目的

とした。

1”．方　法

　調査は自記式調査票を用い、郵送調査法により全

国に分布する愛育班活動実施市町村（368市町村）

を対象とした。回答者は保健師とし、複数（勤務）

の場合は、代表1名が回答するように依頼した。調

査は、平成14年2月から3月に実施し、回収数271、

有効票255（有効回収率69．3％）であった。

　調査内容は、1．回答者の属性（年齢、所属、保

健師経験年数、勤務年数等）、2．愛育班の活動実態

（分班長会議、総会の開催状況、事業計画、予算案

の作成状況）、3．連携の実態（連携先等）、4．連携

の必要1生についての意見等についてである。

IV．結果

1．回答者の属性

　回答者は平均年齢37．7歳（SD9．1）であった。所

属別にみると、市（保健師）は40．0歳（SD9，6）、

町37．7歳（SD8．8）、村34．5歳（SD8．5）であった。

　年齢分布は、「30歳代」が33％と最も高く、次い

で「40歳代」（30％）、「20歳代」（23％）、「50歳以

上」（12％）の順であった。市町村別にみると、市

では「30歳代」（31％）、「40歳代」（29％）が高く、

町でも「30歳代」（32％）、「40歳代」（32％）が高

かった。村では「30歳代」（40％）が最も高く、次

いで「20歳代」（31％）であった（表1）。

　保健師の平均経験年数は、13．6年（SD8．4）で、

市町村別にみると、市（保健師）は16．2年（SD8．4）、

町13．4年（SD8．2）、村10．1年（SD7．8）であった。

　経験年数の分布は、全体でみると、「10～19年」

が29％と最も高く、「次いで「20年以上」（27％）、

「5～9年」（24％）、「5年未満」（16％）の順であっ

た。市町村別にみると、市では、「20年以上」が37％

と最も高く、次いで「10～19年」（32％）、「5～9

年」（20％）、「5年未満」（5％）の順で、町では「10

～19年」が30％と高く、「5～9年」（27％）、「20

年以上」（26％）、「5年未満」（15％）の順であった。

村では、「5年未満」（40％）が最も高く、「10～19

年」（23％）、「5～9年」（20％）、「20年以上」（17％）

と市町に比べ、「5年未満」の保健師が高い傾向を示

した（表2）。

　現在の市町村での平均勤務年数は、12。8年
（SD8．2）で、所属別にみると、市（保健師）は15．6

年（SD8．1）、町12．4年（SD8．1）、村9。8年（SD7．6）

であった。勤務年数の分布は、「10～19年」が31％

と高く、「5～9年」（24％）、「20年以上」（24％）、

「5年未満」（18％）であった。市町村別にみると、

市では、「20年以上」が36％と最も高く、「10年～

19年」（32％）、「5～9年」（22％）、「5年未満」（5％）

で、町では「10～19年」が32％で最も高く、「5～9

年」（25％）、「20年以上」（21％）、「5年未満」（19％）

の順であった。村では、「5年未満」が40％と最も

高く、「10～19年」（26％）、「5～9年」（20％）、「20

年以上」（14％）で、経験年数と同様な傾向が見ら

れた（表3）。
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2．愛育班の活動実態

　1）．市町村の愛育班数

　1市町村の平均愛育班数は、4．9組織（SD8．3）で

あった。全体の度数分布をみると、「1組織」が44％

と最も高く、次いで「2～4組織」（23％）、「5～9組

織」（19％）、「10～19組織」（9％）、「20以上」（4％）

の順であった。

　市町村別にみると、市では「5～9組織」（25％）、

「2～4組織」（23％）、「10～19組織」（23％）、「1

組織」（22％）がほぼ同比率に4分割して分布して

いたが、町では「1組織」が45％と最も高く、次い

で「2～4組織」（27％）、「5～9組織」（19％）等の

順であった。村では、「1組織」（77％）が4分の3

を占め、次いで「2～4組織」（23％）であった（表
4）。

　2）．分班長会議の開催実態

　愛育班活動の特徴のひとつである分班長会議（話

し合い学習）の開催状況は、全体では「開催してい

る」が82％、「開催していない」17％でほとんどの

ところで開催されていた（表5）。

　平均開催回数は、年8．2回（SD3．9）で、開催数

の分布については、「ほぼ毎月開催している」（年10

回以上）が5割近くであった（表6）。

　3）．総会の開催実態

　総会の開催状況は、「開催している」が92％とほ

とんどのところで総会が開かれていた（表7）。

　総会と関連する事業計画・予算の作成方法は、全

体でみると、「愛育班役員（正副班長、書記、会計等）

と事務局が相談して作成している」が58％で最も高

く、次いで「事務局中心で作成している」（21％）、

「愛育班役員が中心に作成している」（20％）の順

であった。

　市町村別にみると、市では「役員と事務局」が48％、

「役員中心」が14％であった。町村では、「役員と

事務局」が61％と66％と、市に比べて高く、次い

で「事務局で作成している」が約20％の順であった

（表8）。

3．愛育班と他組織・団体との連携実態

　↑），連携先

　他組織・団体との連携の有無については、全体で

は「連携している」が26％、「活動の必要に応じて

連携している」57％、「連携していない」14％で8

割強が何らかの連携をしていた（表9）。

　連携している組織・団体は、「食生活改善推進員・

協議会」が65％で最も高く、次いで「町内会・自治

会」（58％）、「社会福祉協議会」（58％）、「老人会・

クラブ」（48％）、「婦人会」（45％）、「民生児童委員・

協議会」（40％）、「子育てクラブ・サークル」（38％）、

「母子保健推進員・協議会」（26％）、「福祉ボラン

ティア」（24％）、「母親クラブ」（19％）、「PTA」（18％）

等の順であった。

　市町村別に連携が5割を超えている組織をみると、

市では「町内会・自治会」（71％）、「民生児童委員・

協議会」と「社会福祉協議会」（61％）、「老人会・

クラブ」（59％）、「食生活改善推進員・協議会」（55％）

であった。

　町では、「食生活改善推進員・協議会」（69％）、「社

会福祉協議会」（56％）、「町内会・自治会」（55％）

で、村では、「食生活改善推進員・協議会」（62％）、

「社会福祉協議会」と「老人会・クラブ」と婦人会

（59％）であった。

市では町内会・自治会が高く、町村では食生活改善

推進員・協議会が高かった（表IO）。

　2）．連携先の領域

　活動内容、行政の所管等から領域別に分類してみ

ると、保健領域では、「食生活改善推進員・協議会」

（65％）、「子育てクラブ・サークル」（38％）、「母

子保健推進員・協議会」（26％）の順であった。

　福祉領域では「社会福祉協議会」（58％）、「老人

会・クラブ」（48％）、「民生児童委員・協議会」（40％）、

「福祉ボランティア」（24％）、「母親クラブ」（19％）

の順であった。

　教育領域では「婦人会」（45％）、「PTA」（18％）、

「スポーツ団体」（8％）、「学習ボランティア」（5％）、

「青年団」（4％）などであった。

　その他領域では「町内会・自治会」が58％で、高

低はあるが各領域で連携が取られていた（表10）。

　3）．連携の内容

　連携内容については、「情報提供」「事業協力」「場

の提供」「その他」の選択肢ごとにその有無をたずね

た結果、全体にみると「事業協力」が高く、次いで

「情報提供」であった（表11）。

　連携している割合が高い組織は、食生活改善推進

員（協議会）、町内会・自治会、社会福祉協議会、老

人会（老人クラブ）、婦人会であった。

　その5つの組織・団体について市町村別に連携内

容をみると、「食生活改善推進員・協議会」では、「事

業協力」（83％）が高く、以下「情報提供」（30％）、

「場の提供」（5％）などであった。市町村別では、

全体と同傾向を示していたが、村では「情報提供」

が44％と市（27％）や町（29％）に比べて高かっ

た（表12）。

　「町内会・自治会」では、「事業協力」（80％）が
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高く、以下「情報提供」（40％）、「場の提供」（9％）

などであった。市町村別では、市では「事業協力」

（91％）が高く「情報提供」（35％）は低かった。

町では市と同傾向で「事業協力」（79％）と「情報

提供」（39％）であった。村では「事業協力」が57％

であったが、「情報提供」が50％と市町に比べ高く

なっていた（表13）。

　「社会福祉協議会」では、「事業協力」（76％）が

高く、以下「情報提供」（32％）、「場の提供」など

であった。市町村別では、市では「事業協力」（77％）

が高く「情報提供」（23％）は低かった。町では「事

業協力」（74％）は市村と同様高かったが、「情報提

供」（41％）は市村に比べ高かった。村では「事業

協力」（81％）が高く、「情報提供」（6％）は低かっ

た（表14）。

　「老人会・老人クラブ」では、「事業協力」（75％）

が高く、以下「情報提供」（27％）、「場の提供」（11％）

などであった。市町村別では、市およぴ町では同じ

傾向がみられ、村では「事業協力」（87％）が市町

に比べて高く、逆に「情報提供」（20％）が市町に

比べて低かった（表15）。

　「婦人会」では、「事業協力」（80％）が高く、以

下「情報提供」（40％）、「場の提供」（8％）などで

あった。市町村別では、市および町では同じ傾向が

みられ、村では「情報提供」が59％と市町に比べ高

くなっていた（表16）。

　4）．連携頻度の多い組織・団体

　各組織・団体との連携の有無に続き、「よく連携し

ている組織・団体を順に3つ選択」してもらったと

ころ、第1位は、「食生活改善推進員・協議会」が

25％を占め、「婦人会」（13％）、「町内会・自治会」

（12％）、「子育てクラブ・サークル」（11％）の順

であった。市町村別では、市と町が「食生活改善推

進員・協議会」が高いのに対して、村では「婦人会」

が高く、市町と村で違いがみられた（表17）。

　5）．他組織・団体との連携得点

　連携先の量を示す指標として、15の組織・団体数

をあげ、「連携あり」との回答を1点とし、その合計

を連携得点とした。

　連携得点は、全体では平均4．8（SD2．5）で、市町

村別では、市5．2（SD2．7）、町4．7（SD2．5）、村4．3

（SD2．0）であったが、有意差はみられなかった（表

18）。

　6）．連携の必要性

　「愛育班活動において、他の組織・団体等との連

携は必要だと思いますか」の質問に対して、「必要で

ある」が63％で最も高く、次いで「どちらかといえ

ば必要である」（19％）、「どちらともいえない」

（13％）であった。

　市町村別では、市と町は、全体とほぼ同様の傾向

を示していたが、村は「必要である」（49％）がや

や低くなっていた（表19）。

　それぞれの組織・団体ごとに必要性の有無をたず

ねた。その結果、「必要あり」の比率は、「食生活改

善推進員・協議会」が84％で最も高く、次いで「子

育てクラブ・サークル」（82％）＋、「民生児童委員・

協議会」と「社会福祉協議会」（81％）、「老人会・

老人クラブ」（78％）、「福祉ボランティア」（69％）、

「母親クラブ」（66％）、「婦人会」（61％）、「PTA」

（53％）、「母子保健推進員・協議会」（51％）、「青

年団」（31％）、「スポーツ団体」（26％）、「学習ボラ

ンティア」（24％）、「その他」（14％）の順であった

（表20）。

　市町村別に上位3位までをみると、市では「町内

会・自治会」（90％）、「老人会」（88％）、「子育てク

ラブ」「社会福祉協議会」（85％）であった。町では

「食生活改善推進員」（85％）、「町内会・自治会」

（82％）、「子育てクラブ」「民生児童委員」（81％）

であった。村では「老人会」（86％）、「食生活改善

推進員」「民生児童委員」「社会福祉協議会」「町内会・

自治会」（81％）、「婦人会」（65％）であった（表

21）。

　各組織・団体との連携の必要性の有無に続き、そ

の中で「連携の必要性の高いもの」を順に3つ選択

してもらったところ、「子育てクラブ（サークル）」

（23％）が最も高く、次いで「食生活改善推進員」

（18％）、「町内会・自治会」（16％）の順であった。

市町村別でみると、市では「食生活改善推進員」

（21％）、「子育てクラブ」（19％）、「町内会・自治

会」（15％）であった。町では「子育てクラブ」（25％）、

「食生活改善推進員」「町内会・自治会」（18％）、

村では「子育てクラブ」（19％）、「食生活改善推進

員」（15％）、「母親クラブ」（12％）であった（表

22）。

表21　市町村別連携の必要な組織・団体（上位3位）

市 町 村

1 町内会・自治会
食生活改善推

　進員
老人会

2 老人会 町内会・自治会

食生活改善推進員

民生児童委員

会福祉協議会

内会・自治会

3
子育てクラブ

会福祉協議会

子育てクラブ

生児童委員
婦人会
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4．保健師の連携の実態と必要性

　愛育班活動では、健康づくりを中心に多様な活動

が展開される。その支援にあたっては、保健師の専

門性のみならず、他領域の行政や専門家、他の組織・

団体が総合的に行う必要がある。そこで保健師が愛

育班を支援するなかで、どのような領域と連携をと

っているのか、その実態と今後、連携が必要な領域

について保健、福祉、教育の3つの領域ごとにたず

ねた。

　1）．保健領域

　保健師の保健領域との連携の有無については、全

体でみると「している」が65％で最も高く、「少し

している」（27％）、「していない」（8％）の順であ

った（表23）。

　市町村別にみると、市では「している」が61％、

「少ししている」（32％）、「していない」（5％）の

順であった。町では「している」が66％、「少しし

ている」（27％）、「していない」（8％）であった。

村では「している」が69％、「少ししている」（20％）、

「していない」（11％）の順で、「している」の比率

は市町村の順で若干高くなる傾向がみられた（表
23）。

　保健領域との今後の連携の必要性については、全

体でみると、「必要である」が76％を占め、「どちら

かといえば必要である」（17％）、「どちらともいえ

ない」（5％）、「どちらかといえば必要ない」（1％）、

「必要ない」（1％）の順であった。市町村別にみる

と「必要である」の割合は、市（83％）、町（76％）、

村（63％）の順に低くなっていた（表24）。

　2）．福祉領域

　福祉領域との連携の有無については、全体では「し

ている」が30％で、「少ししている」は37％、「し

ていない」は33％と同比率で3分割された。

　市町村別にみると、市町では、全体と同様に「し

ている」「少ししている」「していない」が同比率で

3分割されたが、村では「少ししている」が60％と

高く、「している」（23％）、「していない」（17％）

の比率が低くなっていた（表25）。

　福祉領域との今後の連携の必要性について、全体

でみると、「必要である」が60％を占め、「どちらか

といえば必要である」（28％）、「どちらともいえな

い」（10％）、「どちらかといえば必要ない」（2％）、

「必要ない」（1％）の順であった。市町村別にみる

と、「必要である」の割合は、市（71％）、町（58％）、

村（49％）の順で低くなっていた（表26）。

　また、必要性と実際の連携のギャップは、保健領

域より大きくなっていた（図1）。

　3）．教育領域

　教育領域との連携の有無については、全体では「し

ていない」が51％と半分を占め、「少ししている」

は34％、「している」は14％と保健領域とは逆の傾

向を示した。市町村別にみると、全体と同様の傾向

を示し、「していない」の比率が半分を超えていた（表

27）。

　教育領域との今後の連携の必要1生については、全

体でみると、「必要である」が48％で半数弱を占め、

「どちらかといえば必要である」（33％）、「どちら

ともいえない」（15％）、「どちらかといえば必要な

い」（3％）、「必要ない」（1％）順であった。

　市町村別にみると、「必要である」の割合は、市

（58％）、町（45％）、村（43％）の順で低くなって

いく傾向がみられた（表28）。

　また、現実に「連携している」の割合と「連携は

必要である」の割合のギャヅプは、福祉領域以上に

大きくなっていた（図1）。

0
0
0
0
0
0
0
0
0

8
7
6
5
4
3
2
1
％

多
勤

連携実態

今後の必
　　性

「

保健 福祉 六
目教

図1　連携実態と必要性

V．考察

1．愛育班の活動実態

　地域組織活動の展開にあたっては、自主性、民主

性、責任性が重要であるといわれている2）。すなわ

ち自主的に活動が展開され、行政に依存しないで活

動することが望まれるといえよう。そこで愛育班活

動の自主性を検討するためには、①学習・問題解決

機能の中心である分班長会議の開催状況、②総会の

開催、③事業計画の自主作成の3点に注目する必要

があると考える。

　まず第一に、愛育班活動の特徴のひとつである分

班長会議をみると、82％の愛育班が開催し、半数以
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上が毎月定例的に開催していた。これは、昨年度の

愛育班全国調査と同様の結果であった3）。愛育班活

動は、訪問活動による情報収集、話し合い学習、そ

の情報提供による活動展開が重要であり、全ての愛

育班において毎月の定例的開催が望まれる。

　次に、総会開催について、92％が実施していた。

しかし、事業計画、予算作成の状況をみると、「愛育

班役員が中心に作成している」が20％と低率であり、

「役員と事務局が相談して作成している」が58％、

「事務局中心で作成している」が21％となっており、

総会開催に当たって、事務局（行政・保健師）の関

与が大きいことがわかる。

　自主的な活動展開を図るには、総会運営や資料作

成において、徐々に事務局の関与を減らし、愛育班

役員が主体的にするように働きかけることが、支援

にあたって必要である。特に、事務局関与が高い町

村部において、その改善が望まれる。

2．他組織・団体との連携

　他組織・団体との連携の有無信、全体では「連携

している」が四分の一で、他は「活動の必要に応じ

て連携している」（57％）か「連携していない」（14％）

ことからみると、十分な連携がされているとはいえ

ない。

　連携先の組織は、「食生活改善推進員・協議会」が

65％で最も高かった。この食生活改善推進員と愛育

班の役員・班員は、地域によっては兼務している場

合や、順番で愛育班役員の次に食生活改善推進員に

なるあるいはその逆などの場合があり、そのために

連携が増えていることが考えられる。特に小さな地

域で兼務の場合、役員の負担が大きくなることや活

動が区別できなくなることなど、問題が起きる場合

が考えられる。支援にあたっては、役員の負担や役

割を明確にすることを考慮することも必要になろう。

　昨年度の愛育班全国調査に対する意見として、愛

育班長は、「地域住民の健康づくりに関する活動」

（51％）をあげていることから、食生活改善推進員

との活動が競合することも考えられる。兼務の問題

とあわせて、調整するべきことと思われる。

　「子育てクラブ」との連携を必要するものは82％

と高率を示し、また、連携の必要性の高いものを順

に3つ選択してもらったところ、第一位が「子育て

クラブ・サークル」（23％）であった。しかし、「子

育てクラブ」と実際に連携しているところは38％と

あまり高くはなかった。

　平成12年度乳幼児健康度調査対象児母親の年齢

分布は、20歳代（29．7％）と30歳代（64．1％）が

ほとんどを占めており4）、これから推測すれば、子

育て中の母親つまり「子育てクラブ」の構成員は、

30歳代が中心であることがわかる。しかし、昨年の

愛育班全国調査対象の愛育班長は、50歳代（24．7％）

と60歳代（36．9％）をあわせて6割を占めており、

愛育班員の年齢構成を推測すると、班長と同年齢の

者が多いと思われる。従って、愛育班が子育て支援

を行なう、また、「子育てクラブ」等との連携する場

合、この年代差を考慮し、研修や学習によって、ギ

ャヅプができないよう配慮することが必要であろう。

　連携得点（連携している組織・団体数）は、平均

4．8で、今回取り上げた15組織・団体中の三分の一

は連携していることになる。また、市町村別に有意

差はみられなかった。なお、連携得点に影響する因

子については、さらに検討を加えることが今後の課

題である。

3．保健師の連携

　保健領域では、連携の実態とその必要性はともに

高く、そのギャヅプは小さいが、福祉領域では「連

携している」が30％、60％がその必要性を認めてい

る。一方、教育領域では、それぞれ14％および48％

となっている。連携実態では、保健の領域に比べ、

福祉や教育領域との連携が非常に低いといえよう。

また、福祉および教育領域は連携の実態と必要性の

ギャヅプも大きい（図1）。従って、福祉や教育領域

との連携を計るためには、このギャップを埋めるこ

とが必要である。

　特に教育領域との連携については、保健や福祉等

の首長部局とは別に独立して設置されているところ

から、連携をとることが難しいと考えられるが、こ

の領域との連携は今後一層重要になると思われる。

　その連携の必要性の理由のひとつとして、教育で

は、ボランティア活動が着目されていることである。

近年、生涯学習の振興において、ボランディア活動

の支援・推進が取り上げられていること5）。また、

社会教育行政の在り方では、地域づくりと社会教育

行政の取組として、社会教育行政を通じた地域社会

の活性化の中で、学習成果を生かしたボランティア

活動の支援などによる地域づくりのための住民の社

会参加活動の促進が述べられていることがあげられ

ている6）。このように、教育領域では、ボランティ

ア活動が支援・推進されているが、ボランティア活

動の基本的理念である自発性、無償性、公共性等か

らみると、愛育班をはじめとする地域組織活動もボ

ランティア活動として支援・推進されることとなる

からである。
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　次に、「生きる力」をはぐくむには、学校・家庭・

地域・社会が相互に連携していくことが必要である

とし、その家庭教育を支援したり、子育てに悩む親

の相談対応する体制づくりがいわれている7）。また、

学習成果の活用として、地域ぐるみの組織活動や地

域の子育て支援ネヅトワーク化が必要とされている

8）。愛育班は、家庭教育支援や子育て支援ネットワ

ークの構成組織として活躍が期待できると思われる。

社会教育行政では、現在家庭教育手帳、家庭教育ノ

ートによる情報提供、相談体制の整備、学習機会の

提供等の方策を展開しているが、施策の推進に当た

っては、各専門部局がそれぞれの役割に応じて施策

を進めつつ相互に連携を図ることが効果的であると

し、連携の重要性が述べられている9）。

　以上述べたところから、愛育班活動の支援や子育

て支援において、教育領域との連携の必要性は高く、

重要であるといえよう。連携方法としては、連絡協

議、情報提供、事業への協力、協働支援等が考えら

れる。教育委員会事務局で生涯学習全般のコーディ

ネートをする社会教育主事や公民館の職員との連携

を中心に進めることが必要である。公民館は、「住民

のつどい、まなぶ、むすび合うところ」とされてい

る。従って、公民館職員は、地域組織育成の専門性

を有していると考えられるので、連携をとって支援

にあたるとよいと思われる。　愛育班の活動におい

ては、公民館を会場として利用するだけでなく、各

種講座、教室への参加をはじめ、託児などの運営協

力、広報活動への協力などが考えられる。また、愛

育班の活動、訪問活動や分班長会議から顕在化した

学習二一ズによる講座、教室等の企画、愛育班員の

研修の企画や運営協力を依頼することも考えられる。

　生涯学習社会におけるネットワーク型行政の推進

が提言されている1）と同様、保健、福祉の領域にお

いても、多様化する住民二一ズや地域組織の活動に

こたえていくためには連携が必要である。今後一層、

連携できる仕組みの形成や活用が望まれる。

VI．結　語

　住民組織活動の連携に関する研究の一環として、

愛育班活動についての実態を調査検討したところ、

以下に述べる知見を得た。

　即ち、他組織・団体との連携している愛育班は

26％、必要に応じて連携して愛育班は57％で十分な

連携がされているとはいえなかった。連携先の組

織・団体は、食生活改善推進員・協議会、町内会・

自治会、社会福祉協議会などが高く、主な連携内容

は事業への協力であった。連携頻度と連携の必要性

が高いとされた組織・団体は、子育てクラブ・サー

クルであった。食生活改善推進員については、活動

の競合や兼務の問題と合わせて調整する必要がある

と考えられた。

　次に、保健師の連携実態は、保健、福祉領域に比

べ教育領域が低いことが指摘され、教育領域との連

携のとり方およびあり方が今後の課題であるとした。

　今後の愛育班と他組織との連携については、母子

保健だけでなく、健康づくりや高齢者の福祉、児童

虐待等の広範な活動との連携が求められており、教

育領域特に社会教育領域との積極的な連携を図るこ

とは、今後の生涯学習社会における愛育班活動の展

開にあたって、一層重要になることを指摘した。

謝辞　ご多忙のところ調査にご協力いただきました保健

師の方々に深謝いたします。
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00．0％

村 　　14

0．0％

　　7
0．0％

　　8
2．9％

　　6
7．1％

　　35
00．0％

合計 　　41

61％

　　62

43％

　　75

94％

　　69

71％

　　8
1％

　　255

000％

表3市町村別現市町村での勤務年数

率での⇔女

合計5年未満 5～9年 10～19年 20年以上 N．A．

　　3

．1％

　　13

2．0％

　　19

2．2％

　　21

5．6％

　　3

．1％

　　59

00．0％

町 　30
8．6％

　　40

4．8％

　　52

2．3％

　　34

1．1％

　　5

．1％

　　161

00．0％

村 　　14

0．0％

　　7
0．0％

　　9
5．7％

　　5
4．3％

　　35
00．0％

合計 　47
8．4％

　　60

35％

　　80

1．4％

　　60

35％

　　8
1％

　255
000％

表4市町村別単位愛育班数

単位鵡衣班じ

合計1 2～4 5～9 10～19 20～ N．A．

　　13

2．0％

　　14

3．7％

　　15

5．4％

　　14

3．7％

　　3

．1％

　　59
00．0％

町 　　73

5．3％

　　44

7．3％

　31
9．3％

　　6

．7％

　　5

．1％

　　2

．2％

　　161

00．0％

村 　　27

7．1％

　　1

．9％

　　3

．6％

　　3

．6％

　　1

．9％

　　35
00．0％

合計 　113
43％

　　59

3．1％

　49
92％

　23

0％

　　9
5％

　2

％

　　255

000％

表5市町村別分班長会議の定例開催状況

分班　会言の定1夕1隣　邨況

合計開　している 開崔していない N．A．

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

45

37

7
2
0
9

76．3％

5．1％

7．1％

20％

14

3
7
4
4

23．7％

4．3％

0．o％

7．3％
1
1
2

．6％

．9％

％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％
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高野他：保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）

　　　　　表6市町村別分班長会議開催状況

∠王1　△葦 ’聯

ム誉（
3、4ヶ月に1回

　5・　，） （
2ヶ月に1回程度

　5か’9・）
ほぼ毎月（年10

　口以上 N．A．

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

12

1
7
5
0

26．7％

2．6％

5．9％

39％

11

8
6
5
5

24．4％

7．7％

2．2％

63％

20

6
1
3
9
9

44．4％

8．2％

8．1％

74％

2
2
1
5

4．4％

．5％

．7％

4％

45

37

7
2
0
9

100．0％

0α0％

00．0％

000％

表7市町村別総会開催状況

総会　　弾況
△
言
　
口してい していかい N．A．

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

55

46

4
2
3
5

93．2％

0．7％

7．1％

2．2％

4
1
5
1
9

6．8％

．3％

5％ 1
1

2．9％

％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％

表8市町村別事業計画、予算等の作成状況

業言面　　　　の　成㌧噛況

△雪

愛育班役員が中　心に　成 役員と事務局が
諮して　成

事務局中心で作
　　成 NA

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

23

5
4
5
2

39．0％

5．5％

1．4％

04％

28

8
2
3
1
4
9

47．5％

0．9％

5．7％

84％

8
3
8
7
5
3

13．6％

3．6％

0．0％

08％ 1
1

2．9％

％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％

表9市町村別愛育班活動における他組織等との連携状況

育班活 における他組，働との庫　’噛況

合言’車　してい
活動の必要に応
て連携している 蓮携していない N．A．

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

16

3
7
6
6

27．1％

6．7％

0．0％

59％

33

9
2
2
1
4
4

55．9％

5．3％

2．9％

65％

9
2
0
6
3
5

15．3％

2．4％

7．1％

37％

1
9
1
0

1．7％

．6％

9％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％
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日本子ども家庭総合研究所紀要　第38集

表10市区町村別連携状況（連携ありのみ集計）

・区∠ △妻

、

度数 ％度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
子同てラ　　の連乃 17 34．7％ 54 40．9％ 9 31．0％ 80 38．1％

母親クラブとの連携 5 10．2％ 28 21．2％ 7 24．1％ 40 19．0％

食生活改善推進員との連携 27 55．1％ 91 68．9％ 18 62．1％ 136 64．8％

母子保健推進員との連携 12 24．5％ 40 30．3％ 2 6．9％ 54 25．7％

民生児童委員との連携 30 61．2％ 46 34．8％ 7 24．1％ 83 39．5％

社会福祉協議会との連携 30 61．2％ 74 56」％ 17 58．6％ 121 57．6％

老人クラブとの連携 29 59．2％ 55 41．7％ 17 58．6％ 101 48．1％

福祉ボランティアとの連携 1
1

22．4％ 33 25．0％ 6 20．7％ 50 23．8％

スポーン団体との連携 7 14．3％ 9 6．8％ 1 3．4％ 17 8．1％

PTAとの連携 1
1

22．4％ 21 15．9％ 5 17．2％ 37 17．6％

学習ボランティアとの連携 11 8．3％ 11 5．2％

婦人会との連携 25 51．0％ 52 39．4％ 17 58．6％ 94 44．8％

青年団との連携 3 6．1％ 4 3．0％ 1 3．4％ 8 3．8％

町内会・自治会との連携 35 71．4％ 73 55．3％ 14 48．3％ 122 58．1％

その他との連携 12 24．5％ 29 22．0％ 4 13．8％ 45 21．4％

N＝ 49 100．0％ 132 100．0％ 29 100．0％ 210 100．0％

表11他の組織との連携内容（複数回答）

組織・団体名

遅　　　谷
N＝

情報提供 事業協力 場の提供 その他
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

子育てクラブ・サークル 30 39．5 57 75．0 12 15．8 5
6
．
6 76

母親クラブ 13 32．5 31 77．5 2
5
．
0

6 15．0 40
食生活改善推進員・協議会 40 30．3 110 83．3 7

5
．
3

7
5
．
3 132

母子保健推進員・協議会 14 28．6 39 79．6 4
8
．
2

6 12．2 49
民生児童委員・協議会 48 58．5 36 43．9 1

1
．
2

9 11．O 82
社会福祉協議会 38 31．7 91 75．8 5

4
．
2 10

8
．
3 120

老人会・老人クラブ 26 26．5 73 74．5 11 11．2 11 11．2 98
福祉ボランティアグループ 17 34．7 31 63．3 1

2
．
0

7 14．3 49
スポーツ団体 4 23．5 13 76．5 2 11．8 17

PTA 13 36．1 24 66．7 3
8
．
3 36

学習ボランティア 2 20．0 10 100．0 10

婦人会 36 40．0 72 80．0 6
6
．
7 9 10．0 90

青年団 4 50．0 3 37．5 1 12．5 1 12．5 8
町内会・自治会 47 39．5 95 79．8 11

9
．
2 11

9
．
2

119
その他 11 26．8 35 85．4 6 14．6 3

7
．
3 41

xz　　　　　　τ　　口r←吟　　　　　4室　　　　　　　　　　　　※N・A』不明を除いて集計、表11のありの度

表12市町村別食生活改善推進員との連携内容（複数回答）

数とは一致しない

連携内六 合計
・主

日供 事業協力 日の提供 その他

度数 ％
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

7
2
6
7
4
0

26．9

8．9

3．8

03

22

5
1
3
1
1
0

84．6

3．3

1．3
3
．
3 7

7

7．8

3
5
2
7

5．6

2．5

3

26

0
1
6
1
3
2

100．0

00．0

00．0

000
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蓮　　穴 △量

日 カ 日の 9 の

度数 ％度数 ％ 度数　　％ 度数 ％ 度数 ％

　　町

　村

計

12

8
7
4
7

35．3％

9．4％

0．0％

95％

31　　91．2％

6　　フ8．9％

　　57．1％

5　　フ98％

2
7
2
1
1

5．9％

．9％

4．3％

2％

5
4
2
1
1

14．7％

．6％

ヰ3％
2％

34

1
1
4
1
1
9

100．0％

00．0％

00．0％

000％

連　　穴 △言

目　　、 カ 日の 目　　、
の

度数 ％度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

7
3
0
1
3
8

23．3％

0．5％

．3％

17％

23

5
1
3
9
1

76．7％

4．3％

1．3％

58％ 5
5

6．8％

2％

4
3
3
1
0

13．3％

．1％

8．8％

3％

30

4
1
6
1
2
0

100．0％

00．0％

00．0％

000％

蓮　内索 ム言

目　　、 カ 口の 目　　、 の也

度数 ％度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町

　村

計

8
1
5
3
2
6

27．6％

7．8％

0．0％

65％

22

8
1
3
7
3

75．9％

0．4％

6．7％

45％

2
8
1
1
1

6．9％

4．8％

．7％

12％

3
7
1
1
1

10．3％

3．0％

．7％

12％

29

4
1
5
9
8

100．0％

00．0％

00．0％

000％

’車　　穴 △言

日　　、 業 カ 日の 目供 の他

度数 ％度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町

　村

計

7
1
9
1
0
3
6

29．2％

8．8％

8．8％

00％

21

8
1
3
7
2

87．5％

7．6％

6．5％

00％

2
2
2
6

8．3％

．1％

1．8％

7％

3
4
2
9

12．5％

．2％

1．8％

00％

24

9
1
7
9
0

100．0％

00．0％

00．0％

000％

　　高野他：保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）

表13市町村別町内会・自治会との連携内容（複数回答）

表14市町村別社会福祉協議会との連携内容（複数回答）

　　表15市町村別老人会との連携内容（複数回答）

　　表16市町村別婦人会との連携内容（複数回答）

　　　　表17市町村別他の組織との連携1番目の組織・団体

・区ハ
△
曇
　
口

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

子月てラ　・　一　ル 3 6．1％ 16 12．1％ 3 10．3％ 22 10．5％

母親クラブ 1 2．0％ 8 6．1％ 3 10．3％ 12 5．7％

食生活改善推進員・（協議会 10 20．4％ 37 28．0％ 5 17．2％ 52 24．8％

母子保健推進員・協議会 6 12．2％ 11 8．3％ 1 3．4％ 18 8．6％

民生児童委員・協議会 3 6．1％ 7 5．3％ 10 4．8％

社会福祉協議会 1 2．0％ 6 4．5％ 2 6．9％ 9 4．3％

老人会・老人クラブ 4 8．2％ 4 3．0％ 1 3．4％ 9 4．3％

福祉ボランティアグループ 2 4．1％ 2 1．5％ 4 1．9％

PTA 1 ．8％ 1 ．5％

婦人会 5 10．2％ 14 10．6％ 8 27．6％ 27 12．9％

町内会・自治会 8 16．3％ 15 11．40b 3 10．3％ 26 12．4％

その他 5 10．2％ 8 6．1％ 3 10．3％ 16 7．6％

N．A． 1 2．0％ 3 2．3％ 4 1．9％

合計 49 1000％ 132 1000％ 29 1000％ 210 1000％
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日本子ども家庭総合研究所紀要

　　表18市町村別連携得点

第38集

蓮 詫目

合計1 2 3 4 5 6 7 8 9
10以

　　1

．0％

　　4

．2％

　　13

6．5％

　　10

0．4％

　　5
0．2％

　　7
4．3％

　　2

．1％

　　1

．0％

　　6
2．2％

　　49
00．0％

町 　　9

．8％

　　18

3．6％

　　22

6．7％

　　21

5．9％

　　15

1．4％

　　19

4．4％

　　8

．1％

　12

．1％

　　3

．3％

　　5

．8％

　　132

00．0％

村 　　3
0．3％

　　2

．9％

　　4
3．8％

　　　7

4．1％

　　　7

4．1％

　　3
0．3％

　　1

．4％

　　1

．4％

　　1

．4％

　　29

00．0％

合計 　13

2％

　　24

14％

　　39

86％

　　38

81％

　　22

05％

　　27

29％

　16

6％

　15

1％

　　4

9％

　12
7％

　　210

000％

表19市町村別他組織との連携の必要性

，　との庫　の”・

ム曇”・　で

どちらかといえ
必　で

どちらともいえ

　かい ば・
どちらかといえ

　　で N　A

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

37

07

7
1
6
1

62．7％

6．5％

8．6％

31％

11

8
9
4
8

18．6％

7．4％

5．7％

88％

7
1
9
6
3
2

11．9％

1．8％

7．1％

25％
1
1
2

1．7％

6％

％

3
6
3
1
2

5．1％

．7％

．6％

7％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％

表20市町村別他組織との連携の必要性（連携のありのみ集計）

、 区△ △葦

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

子同てラ　　の連乃の必 41 85．4 109 81．3 20 76．9 170 81．7

母親クラブとの連携の必要性 32 66．7 89 66．4 16 61．5 137 65．9

食生活改善推進員との連携の必要性 39 81．3 114 85．1 21 80．8 174 83．7

母子保健推進員との連携の必要性 22 45．8 75 56．0 8 30．8 105 50．5

民生児童委員との連携の必要性 39 81．3 109 81．3 21 80．8 169 81．3

社会福祉協議会との連携の必要性 41 85．4 107 79．9 21 80．8 169 81．3

老人クラブとの連携の必要性 42 87．5 98 73．1 23 88．5 163 78．4

福祉ボランティアとの連携の必要性 36 75．0 94 70．1 14 53．8 144 69．2

スポーツ団体との連携の必要性 17 35．4 32 23．9 6 23．1 55 26．4

PTAとの連携の必要性 29 60．4 69 51．5 12 46．2 110 52．9

学習ボランティアとの連携の必要性 16 33．3 33 24．6 1
3
．
8 50 24．0

婦人会との連携の必要性 33 68．8 76 56．7 17 65．4 126 60．6

青年団との連携の必要性 20 41．7 36 26．9 8 30．8 64 30．8

町内会・自治会との連携の必要性 43 89．6 110 82．1 21 80．8 174 83．7

その他との連携の必要性 9 18．8 15 11．2 5 19．2 29 13．9

合計 48 1000 134 1000 26 1000 208 1000
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高野他；保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）

　　表22市町村別連携の必要性1番目の組織・団体

・区1
噺 △き

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

子円てラ　・一ル 9 18．8％ 34 25．2％ 5 19．2％ 48 23．0％

母親クラブ 2 4．2％ 6 4．4％ 3 11．5％ 11 5．3％

食生活改善推進員・協議会 10 20．8％ 24 17．8％ 4 15．4％ 38 18．2％

母子保健推進員・協議会 4 8．3％ 13 9．6％ 1 3．8％ 18 8．6％

民生児童委員・協議会 5 10．4％ 8 5．9％ 13 6．2％

社会福祉協議会 2 4．2％ 4 3．0％ 1 3．8％ 7 3．3％

老人会・老人クラブ 1 2．1％ 3 2．2％ 2 7．7％ 6 2．9％

PTA 2 1．5％ 2 1．0％

婦人会 4 8．3％ 6 4．4％ 2 7．7％ 12 5．7％

町内会・自治会 7 14．6％ 24 17．8％ 2 7．7％ 33 15．8％

その他 1 2．1％ 2 1．5％ 1 3．8％ 4 1．9％

N．A． 3 6．3％ 9 6．7％ 5 19．2％ 17 8．1％

合計 48 1000％ 135 1000％ 26 1000％ 209 1000％

表23市町村別保健師の保健領域との連携状況

協に’ける ゐ・との蓮
△
き
　
口してい 小ししてい していかい 記入・・日

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町

　村
計

36

06

4
1
6
6

61．0％

5．8％

8．6％

51％

19

3
7
6
9

32．2％

6．7％

0．0％

71％

3
1
2
4
1
9

5．1％

．5％

1．4％

5％

1．7％

％

59

61

5
2
5
5

100．0％

0α0％

00．0％

000％

表24市町村別保健師の保健領域との連携の必要性

需に’け　保輔域との連 の必　生

”・で　る
どちらかといえ

”・であ
どちらともいえ

　たい ば”・

どちらかといえ

　　かい ”・　かい △量
口

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

49

22

2
1
9
3

83．1％

5．8％

2．9％

57％

7
2
8
8
4
3

11．9％

7．4％

2．9％

69％

3
6
4
1
3

5．1％

．7％

1．4％

1％ 3
3

1．9％

2％
2
1
3

1．2％

．9％

2％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％

表25市町村別保健師の福祉領域との連携状況

支訂における福祉ゐ域との蓮
ム言してい ノ’ してい していかい 未記入・ ・日

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

18

0
8
7
6

30．5％

1．1％

2．9％

98％

19

5
2
1
9
5

32．2％

4．2％

0．0％

73％

21

6
6
8
3

35．6％

4．8％

7．1％

25％

1．7％

％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％

一201一



　　　日本子ども家庭総合研究所紀要　第38集

表26市町村別保健師の福祉領域との連携の必要性

亀に’け 冒止ゐ ・との連 の”・ 生

どちらかとい どちらかとい
えば必要で どちらともい えば必要な

、
’
　
、 えない い

、
’
　
、 かい N　A ム量

度 度 度 度 度 度 度
％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％

42 71．2％ 12 2α3％ 4 6．8％ 1 1．7％ 59 100％
町 93 57．8％ 43 26．7％ 20 12．4％ 3 1．9％ 1 ．6％ 1 ．6％ 161 100％
村 17 48．6％ 16 45．7％ 1 2．9％ 1 2．9％ 35 100％

合計 152 596％ 71 278％ 25 98％ 4 16％ 1 4％ 2 8％ 255 100％

表27市町村別保健師の教育領域との連携状況

に’け 云ゆ・との庫
ム量してい ノ’ てい していかい 記入・・日

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

　　町
　村

計

7
2
3
6
3
6

11．9％

4．3％

7．1％

41％

21

6
1
0
8
7

35．6％

4．8％

8．6％

41％

30

2
1
9
1
3
1

50．8％

0．9％

4．3％

14％

1．7％

％

59

61

5
2
5
5

100．0％

00．0％

00．0％

000％

表28市町村別保健師の教育領域との連携の必要性

’に’け ＝旨々 ・との蓮 の必 性

どちらかとい どちらかとい
えば必要で どちらともい えば必要な

、
」
　
、 で えかい い

、
」
　
、 かい N．A． △曇

度 度 度 度 度 度 度
数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％
34 57．6％ 16 2フ．1％ 8 13．6％ 1 1．7％ 59 100％

町 73 45．3％ 55 34．2％ 26 16．1％ 5 3．1％ 2 1．2％ 161 100％
村 15 42．9％ 13 37．1％ 5 14．3％ 1 2．9％ 1 2．9％ 35 100％

合計 122 478％ 84 329％ 39 153％ 7 27％ 2 8％ 1 4％ 255 100％
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〔チーム研究7〕地域母子保健・福祉の連携・支援体制のあり方に関する研究（主任研究者　高野　陽）保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）一愛育班活動における他組織との連携実態一母子保健研究部　斉藤　進・高野　陽研究企画・情報部小山修・中村敬　愛育推進本部　長坂典子【要約】　本研究は、愛育班が活動する368市町村の保健師を対象に、愛育班とその担当保健師の連携実態を調査し、その現状と今後の課題を明らかにすることを目的とした。調査は平成14年2月から3月に自記式調査票を用いた郵送調査法で実施した。有効回収率は69．3％であった。　愛育班と他組織・団体との「連携あり」は26％、「必要に応じて連携する」57％であった。連携先の組織・団体は、食生活改善推進員・協議会、町内会・自治会、社会福祉協議会などが60％であり、主な連携内容は「事業への協力」（80％）であった。連携頻度と連携の必要性が高いとされた組織・団体は「子育てクラブ・サークル」であった。また、愛育班への支援にあたって、保健師の連携実態は、保健、福祉領域に比べ教育領域が低いことが指摘され（20％弱）、教育領域との連携のあり方が今後の課題である。【キーワード】愛育班　連携　教育領域　福祉領域　保健領域A　Study　on　the　Activities　of　the　Community　Organizations　and．theRelationshipsbetweenThemintheFiel（1sofHealth　andWe塩re（2）Susumu　SAITO，AkiraTAKANO，Osamu　OYAMA　　Takashi　NAKへL狙JRA，Noriko　NAGASAKA　　　The　purpose　of　this　stu（ly　is　to　survey　the　cooperation　conditions　between　AIIKU−HAN　and　theother　organizations　of　public　health　n皿se，and　to　clarify　the　l）resent　con（lition　an（l　the　problem．Theobject　of　this　survey　was　public　health　nurse　of368in　cities，towns　and　villages　with　AIIKU−HAN．S皿veywas　conductedby　the　mail　s皿vey　methodwhich　the　questionnaire　were　use（hn　February，March2002，and　the　ef蘇ective　recovery　rate　was69．3％．　　　As而r　AIIKU−HAN　and　other　organizations，26％was　in　cooperation，Organizations　incooperation（the　rate　was60％）were　the　Health−mate．the　neighborhood　ass�tiation，and　the　socialwelfare　con艶rence．The　contents　ofcooperation　were　enterprise　cooperation（80％），and　the　necessity　fbrcooperation　and　the丘equency　ofcool）eration　were　high　in　the　chi1（1−rearing　club，The　cooperation　rate　ofthe　educational　domain　was　a　little　less　than20％．Key　Word　AIIKU−HAN，Relationship，Educational　domain，Welfare　domain，Health　domain一189一日本子ども家庭総合研究所紀要　第38集1。はじめに　整理方法は、統計ソフトSPSS　forWindowsを使用し、市町村別に単純集計を行い検討した。　近年、都市化、核家族化、産業構造や人口構造の変化などの社会環境が大きく変わってきている。社会環境の変化や価値観の多様化は、生活や健康、福祉面でも多様な二一ズをつくりだしている。それに従い、従来の縦割りの行政システムでは対応できず、行政、NPO等が連携して対応することが求められている。　また、保健と福祉の境界がなくなりつつあり、保健行政と福祉行政が統合されつつある。一方、教育行政では、社会の変化に対応した今後の社会教育のあり方として、平成10年生涯学習審議会答申では総合的なネヅトワーク型行政の構築をあげ、広範囲な連携を重視している1）。この流れが地域組織活動に影響を与え、自らの限界を意識し、他の組織・団体との連携による活動展開を要求されているといってよい。従って活発な活動展開は、多様な活動展開を喚起し、地域組織活動には広範囲な連携が必要となっている。ll．目　的　本研究は、以上述べた連携を重視し、愛育班等の地域組織活動の連携の実態と活動展開プロセスに対応した保健師等の連携、協力についての意識、実態を調査検討し、その現状と課題を明らかにすることとし、今後の地域組織の活性化に資することを目的とした。1”．方　法　調査は自記式調査票を用い、郵送調査法により全国に分布する愛育班活動実施市町村（368市町村）を対象とした。回答者は保健師とし、複数（勤務）の場合は、代表1名が回答するように依頼した。調査は、平成14年2月から3月に実施し、回収数271、有効票255（有効回収率69．3％）であった。　調査内容は、1．回答者の属性（年齢、所属、保健師経験年数、勤務年数等）、2．愛育班の活動実態（分班長会議、総会の開催状況、事業計画、予算案の作成状況）、3．連携の実態（連携先等）、4．連携の必要1生についての意見等についてである。IV．結果1．回答者の属性　回答者は平均年齢37．7歳（SD9．1）であった。所属別にみると、市（保健師）は40．0歳（SD9，6）、町37．7歳（SD8．8）、村34．5歳（SD8．5）であった。　年齢分布は、「30歳代」が33％と最も高く、次いで「40歳代」（30％）、「20歳代」（23％）、「50歳以上」（12％）の順であった。市町村別にみると、市では「30歳代」（31％）、「40歳代」（29％）が高く、町でも「30歳代」（32％）、「40歳代」（32％）が高かった。村では「30歳代」（40％）が最も高く、次いで「20歳代」（31％）であった（表1）。　保健師の平均経験年数は、13．6年（SD8．4）で、市町村別にみると、市（保健師）は16．2年（SD8．4）、町13．4年（SD8．2）、村10．1年（SD7．8）であった。　経験年数の分布は、全体でみると、「10〜19年」が29％と最も高く、「次いで「20年以上」（27％）、「5〜9年」（24％）、「5年未満」（16％）の順であった。市町村別にみると、市では、「20年以上」が37％と最も高く、次いで「10〜19年」（32％）、「5〜9年」（20％）、「5年未満」（5％）の順で、町では「10〜19年」が30％と高く、「5〜9年」（27％）、「20年以上」（26％）、「5年未満」（15％）の順であった。村では、「5年未満」（40％）が最も高く、「10〜19年」（23％）、「5〜9年」（20％）、「20年以上」（17％）と市町に比べ、「5年未満」の保健師が高い傾向を示した（表2）。　現在の市町村での平均勤務年数は、12。8年（SD8．2）で、所属別にみると、市（保健師）は15．6年（SD8．1）、町12．4年（SD8．1）、村9。8年（SD7．6）であった。勤務年数の分布は、「10〜19年」が31％と高く、「5〜9年」（24％）、「20年以上」（24％）、「5年未満」（18％）であった。市町村別にみると、市では、「20年以上」が36％と最も高く、「10年〜19年」（32％）、「5〜9年」（22％）、「5年未満」（5％）で、町では「10〜19年」が32％で最も高く、「5〜9年」（25％）、「20年以上」（21％）、「5年未満」（19％）の順であった。村では、「5年未満」が40％と最も高く、「10〜19年」（26％）、「5〜9年」（20％）、「20年以上」（14％）で、経験年数と同様な傾向が見られた（表3）。一190一高野他：保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）2．愛育班の活動実態　1）．市町村の愛育班数　1市町村の平均愛育班数は、4．9組織（SD8．3）であった。全体の度数分布をみると、「1組織」が44％と最も高く、次いで「2〜4組織」（23％）、「5〜9組織」（19％）、「10〜19組織」（9％）、「20以上」（4％）の順であった。　市町村別にみると、市では「5〜9組織」（25％）、「2〜4組織」（23％）、「10〜19組織」（23％）、「1組織」（22％）がほぼ同比率に4分割して分布していたが、町では「1組織」が45％と最も高く、次いで「2〜4組織」（27％）、「5〜9組織」（19％）等の順であった。村では、「1組織」（77％）が4分の3を占め、次いで「2〜4組織」（23％）であった（表4）。　2）．分班長会議の開催実態　愛育班活動の特徴のひとつである分班長会議（話し合い学習）の開催状況は、全体では「開催している」が82％、「開催していない」17％でほとんどのところで開催されていた（表5）。　平均開催回数は、年8．2回（SD3．9）で、開催数の分布については、「ほぼ毎月開催している」（年10回以上）が5割近くであった（表6）。　3）．総会の開催実態　総会の開催状況は、「開催している」が92％とほとんどのところで総会が開かれていた（表7）。　総会と関連する事業計画・予算の作成方法は、全体でみると、「愛育班役員（正副班長、書記、会計等）と事務局が相談して作成している」が58％で最も高く、次いで「事務局中心で作成している」（21％）、「愛育班役員が中心に作成している」（20％）の順であった。　市町村別にみると、市では「役員と事務局」が48％、「役員中心」が14％であった。町村では、「役員と事務局」が61％と66％と、市に比べて高く、次いで「事務局で作成している」が約20％の順であった（表8）。3．愛育班と他組織・団体との連携実態　↑），連携先　他組織・団体との連携の有無については、全体では「連携している」が26％、「活動の必要に応じて連携している」57％、「連携していない」14％で8割強が何らかの連携をしていた（表9）。　連携している組織・団体は、「食生活改善推進員・協議会」が65％で最も高く、次いで「町内会・自治会」（58％）、「社会福祉協議会」（58％）、「老人会・クラブ」（48％）、「婦人会」（45％）、「民生児童委員・協議会」（40％）、「子育てクラブ・サークル」（38％）、「母子保健推進員・協議会」（26％）、「福祉ボランティア」（24％）、「母親クラブ」（19％）、「PTA」（18％）等の順であった。　市町村別に連携が5割を超えている組織をみると、市では「町内会・自治会」（71％）、「民生児童委員・協議会」と「社会福祉協議会」（61％）、「老人会・クラブ」（59％）、「食生活改善推進員・協議会」（55％）であった。　町では、「食生活改善推進員・協議会」（69％）、「社会福祉協議会」（56％）、「町内会・自治会」（55％）で、村では、「食生活改善推進員・協議会」（62％）、「社会福祉協議会」と「老人会・クラブ」と婦人会（59％）であった。市では町内会・自治会が高く、町村では食生活改善推進員・協議会が高かった（表IO）。　2）．連携先の領域　活動内容、行政の所管等から領域別に分類してみると、保健領域では、「食生活改善推進員・協議会」（65％）、「子育てクラブ・サークル」（38％）、「母子保健推進員・協議会」（26％）の順であった。　福祉領域では「社会福祉協議会」（58％）、「老人会・クラブ」（48％）、「民生児童委員・協議会」（40％）、「福祉ボランティア」（24％）、「母親クラブ」（19％）の順であった。　教育領域では「婦人会」（45％）、「PTA」（18％）、「スポーツ団体」（8％）、「学習ボランティア」（5％）、「青年団」（4％）などであった。　その他領域では「町内会・自治会」が58％で、高低はあるが各領域で連携が取られていた（表10）。　3）．連携の内容　連携内容については、「情報提供」「事業協力」「場の提供」「その他」の選択肢ごとにその有無をたずねた結果、全体にみると「事業協力」が高く、次いで「情報提供」であった（表11）。　連携している割合が高い組織は、食生活改善推進員（協議会）、町内会・自治会、社会福祉協議会、老人会（老人クラブ）、婦人会であった。　その5つの組織・団体について市町村別に連携内容をみると、「食生活改善推進員・協議会」では、「事業協力」（83％）が高く、以下「情報提供」（30％）、「場の提供」（5％）などであった。市町村別では、全体と同傾向を示していたが、村では「情報提供」が44％と市（27％）や町（29％）に比べて高かった（表12）。　「町内会・自治会」では、「事業協力」（80％）が一191一日本子ども家庭総合研究所紀要　第38集高く、以下「情報提供」（40％）、「場の提供」（9％）などであった。市町村別では、市では「事業協力」（91％）が高く「情報提供」（35％）は低かった。町では市と同傾向で「事業協力」（79％）と「情報提供」（39％）であった。村では「事業協力」が57％であったが、「情報提供」が50％と市町に比べ高くなっていた（表13）。　「社会福祉協議会」では、「事業協力」（76％）が高く、以下「情報提供」（32％）、「場の提供」などであった。市町村別では、市では「事業協力」（77％）が高く「情報提供」（23％）は低かった。町では「事業協力」（74％）は市村と同様高かったが、「情報提供」（41％）は市村に比べ高かった。村では「事業協力」（81％）が高く、「情報提供」（6％）は低かった（表14）。　「老人会・老人クラブ」では、「事業協力」（75％）が高く、以下「情報提供」（27％）、「場の提供」（11％）などであった。市町村別では、市およぴ町では同じ傾向がみられ、村では「事業協力」（87％）が市町に比べて高く、逆に「情報提供」（20％）が市町に比べて低かった（表15）。　「婦人会」では、「事業協力」（80％）が高く、以下「情報提供」（40％）、「場の提供」（8％）などであった。市町村別では、市および町では同じ傾向がみられ、村では「情報提供」が59％と市町に比べ高くなっていた（表16）。　4）．連携頻度の多い組織・団体　各組織・団体との連携の有無に続き、「よく連携している組織・団体を順に3つ選択」してもらったところ、第1位は、「食生活改善推進員・協議会」が25％を占め、「婦人会」（13％）、「町内会・自治会」（12％）、「子育てクラブ・サークル」（11％）の順であった。市町村別では、市と町が「食生活改善推進員・協議会」が高いのに対して、村では「婦人会」が高く、市町と村で違いがみられた（表17）。　5）．他組織・団体との連携得点　連携先の量を示す指標として、15の組織・団体数をあげ、「連携あり」との回答を1点とし、その合計を連携得点とした。　連携得点は、全体では平均4．8（SD2．5）で、市町村別では、市5．2（SD2．7）、町4．7（SD2．5）、村4．3（SD2．0）であったが、有意差はみられなかった（表18）。　6）．連携の必要性　「愛育班活動において、他の組織・団体等との連携は必要だと思いますか」の質問に対して、「必要である」が63％で最も高く、次いで「どちらかといえば必要である」（19％）、「どちらともいえない」（13％）であった。　市町村別では、市と町は、全体とほぼ同様の傾向を示していたが、村は「必要である」（49％）がやや低くなっていた（表19）。　それぞれの組織・団体ごとに必要性の有無をたずねた。その結果、「必要あり」の比率は、「食生活改善推進員・協議会」が84％で最も高く、次いで「子育てクラブ・サークル」（82％）＋、「民生児童委員・協議会」と「社会福祉協議会」（81％）、「老人会・老人クラブ」（78％）、「福祉ボランティア」（69％）、「母親クラブ」（66％）、「婦人会」（61％）、「PTA」（53％）、「母子保健推進員・協議会」（51％）、「青年団」（31％）、「スポーツ団体」（26％）、「学習ボランティア」（24％）、「その他」（14％）の順であった（表20）。　市町村別に上位3位までをみると、市では「町内会・自治会」（90％）、「老人会」（88％）、「子育てクラブ」「社会福祉協議会」（85％）であった。町では「食生活改善推進員」（85％）、「町内会・自治会」（82％）、「子育てクラブ」「民生児童委員」（81％）であった。村では「老人会」（86％）、「食生活改善推進員」「民生児童委員」「社会福祉協議会」「町内会・自治会」（81％）、「婦人会」（65％）であった（表21）。　各組織・団体との連携の必要性の有無に続き、その中で「連携の必要性の高いもの」を順に3つ選択してもらったところ、「子育てクラブ（サークル）」（23％）が最も高く、次いで「食生活改善推進員」（18％）、「町内会・自治会」（16％）の順であった。市町村別でみると、市では「食生活改善推進員」（21％）、「子育てクラブ」（19％）、「町内会・自治会」（15％）であった。町では「子育てクラブ」（25％）、「食生活改善推進員」「町内会・自治会」（18％）、村では「子育てクラブ」（19％）、「食生活改善推進員」（15％）、「母親クラブ」（12％）であった（表22）。表21　市町村別連携の必要な組織・団体（上位3位）市町村1町内会・自治会食生活改善推　進員老人会2老人会町内会・自治会食生活改善推進員民生児童委員会福祉協議会内会・自治会3子育てクラブ会福祉協議会子育てクラブ生児童委員婦人会一192一高野他：保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）4．保健師の連携の実態と必要性　愛育班活動では、健康づくりを中心に多様な活動が展開される。その支援にあたっては、保健師の専門性のみならず、他領域の行政や専門家、他の組織・団体が総合的に行う必要がある。そこで保健師が愛育班を支援するなかで、どのような領域と連携をとっているのか、その実態と今後、連携が必要な領域について保健、福祉、教育の3つの領域ごとにたずねた。　1）．保健領域　保健師の保健領域との連携の有無については、全体でみると「している」が65％で最も高く、「少ししている」（27％）、「していない」（8％）の順であった（表23）。　市町村別にみると、市では「している」が61％、「少ししている」（32％）、「していない」（5％）の順であった。町では「している」が66％、「少ししている」（27％）、「していない」（8％）であった。村では「している」が69％、「少ししている」（20％）、「していない」（11％）の順で、「している」の比率は市町村の順で若干高くなる傾向がみられた（表23）。　保健領域との今後の連携の必要性については、全体でみると、「必要である」が76％を占め、「どちらかといえば必要である」（17％）、「どちらともいえない」（5％）、「どちらかといえば必要ない」（1％）、「必要ない」（1％）の順であった。市町村別にみると「必要である」の割合は、市（83％）、町（76％）、村（63％）の順に低くなっていた（表24）。　2）．福祉領域　福祉領域との連携の有無については、全体では「している」が30％で、「少ししている」は37％、「していない」は33％と同比率で3分割された。　市町村別にみると、市町では、全体と同様に「している」「少ししている」「していない」が同比率で3分割されたが、村では「少ししている」が60％と高く、「している」（23％）、「していない」（17％）の比率が低くなっていた（表25）。　福祉領域との今後の連携の必要性について、全体でみると、「必要である」が60％を占め、「どちらかといえば必要である」（28％）、「どちらともいえない」（10％）、「どちらかといえば必要ない」（2％）、「必要ない」（1％）の順であった。市町村別にみると、「必要である」の割合は、市（71％）、町（58％）、村（49％）の順で低くなっていた（表26）。　また、必要性と実際の連携のギャップは、保健領域より大きくなっていた（図1）。　3）．教育領域　教育領域との連携の有無については、全体では「していない」が51％と半分を占め、「少ししている」は34％、「している」は14％と保健領域とは逆の傾向を示した。市町村別にみると、全体と同様の傾向を示し、「していない」の比率が半分を超えていた（表27）。　教育領域との今後の連携の必要1生については、全体でみると、「必要である」が48％で半数弱を占め、「どちらかといえば必要である」（33％）、「どちらともいえない」（15％）、「どちらかといえば必要ない」（3％）、「必要ない」（1％）順であった。　市町村別にみると、「必要である」の割合は、市（58％）、町（45％）、村（43％）の順で低くなっていく傾向がみられた（表28）。　また、現実に「連携している」の割合と「連携は必要である」の割合のギャヅプは、福祉領域以上に大きくなっていた（図1）。00000000087654321％多勤連携実態今後の必　　性「保健福祉六目教図1　連携実態と必要性V．考察1．愛育班の活動実態　地域組織活動の展開にあたっては、自主性、民主性、責任性が重要であるといわれている2）。すなわち自主的に活動が展開され、行政に依存しないで活動することが望まれるといえよう。そこで愛育班活動の自主性を検討するためには、�@学習・問題解決機能の中心である分班長会議の開催状況、�A総会の開催、�B事業計画の自主作成の3点に注目する必要があると考える。　まず第一に、愛育班活動の特徴のひとつである分班長会議をみると、82％の愛育班が開催し、半数以一193一日本子ども家庭総合研究所紀要　第38集上が毎月定例的に開催していた。これは、昨年度の愛育班全国調査と同様の結果であった3）。愛育班活動は、訪問活動による情報収集、話し合い学習、その情報提供による活動展開が重要であり、全ての愛育班において毎月の定例的開催が望まれる。　次に、総会開催について、92％が実施していた。しかし、事業計画、予算作成の状況をみると、「愛育班役員が中心に作成している」が20％と低率であり、「役員と事務局が相談して作成している」が58％、「事務局中心で作成している」が21％となっており、総会開催に当たって、事務局（行政・保健師）の関与が大きいことがわかる。　自主的な活動展開を図るには、総会運営や資料作成において、徐々に事務局の関与を減らし、愛育班役員が主体的にするように働きかけることが、支援にあたって必要である。特に、事務局関与が高い町村部において、その改善が望まれる。2．他組織・団体との連携　他組織・団体との連携の有無信、全体では「連携している」が四分の一で、他は「活動の必要に応じて連携している」（57％）か「連携していない」（14％）ことからみると、十分な連携がされているとはいえない。　連携先の組織は、「食生活改善推進員・協議会」が65％で最も高かった。この食生活改善推進員と愛育班の役員・班員は、地域によっては兼務している場合や、順番で愛育班役員の次に食生活改善推進員になるあるいはその逆などの場合があり、そのために連携が増えていることが考えられる。特に小さな地域で兼務の場合、役員の負担が大きくなることや活動が区別できなくなることなど、問題が起きる場合が考えられる。支援にあたっては、役員の負担や役割を明確にすることを考慮することも必要になろう。　昨年度の愛育班全国調査に対する意見として、愛育班長は、「地域住民の健康づくりに関する活動」（51％）をあげていることから、食生活改善推進員との活動が競合することも考えられる。兼務の問題とあわせて、調整するべきことと思われる。　「子育てクラブ」との連携を必要するものは82％と高率を示し、また、連携の必要性の高いものを順に3つ選択してもらったところ、第一位が「子育てクラブ・サークル」（23％）であった。しかし、「子育てクラブ」と実際に連携しているところは38％とあまり高くはなかった。　平成12年度乳幼児健康度調査対象児母親の年齢分布は、20歳代（29．7％）と30歳代（64．1％）がほとんどを占めており4）、これから推測すれば、子育て中の母親つまり「子育てクラブ」の構成員は、30歳代が中心であることがわかる。しかし、昨年の愛育班全国調査対象の愛育班長は、50歳代（24．7％）と60歳代（36．9％）をあわせて6割を占めており、愛育班員の年齢構成を推測すると、班長と同年齢の者が多いと思われる。従って、愛育班が子育て支援を行なう、また、「子育てクラブ」等との連携する場合、この年代差を考慮し、研修や学習によって、ギャヅプができないよう配慮することが必要であろう。　連携得点（連携している組織・団体数）は、平均4．8で、今回取り上げた15組織・団体中の三分の一は連携していることになる。また、市町村別に有意差はみられなかった。なお、連携得点に影響する因子については、さらに検討を加えることが今後の課題である。3．保健師の連携　保健領域では、連携の実態とその必要性はともに高く、そのギャヅプは小さいが、福祉領域では「連携している」が30％、60％がその必要性を認めている。一方、教育領域では、それぞれ14％および48％となっている。連携実態では、保健の領域に比べ、福祉や教育領域との連携が非常に低いといえよう。また、福祉および教育領域は連携の実態と必要性のギャヅプも大きい（図1）。従って、福祉や教育領域との連携を計るためには、このギャップを埋めることが必要である。　特に教育領域との連携については、保健や福祉等の首長部局とは別に独立して設置されているところから、連携をとることが難しいと考えられるが、この領域との連携は今後一層重要になると思われる。　その連携の必要性の理由のひとつとして、教育では、ボランティア活動が着目されていることである。近年、生涯学習の振興において、ボランディア活動の支援・推進が取り上げられていること5）。また、社会教育行政の在り方では、地域づくりと社会教育行政の取組として、社会教育行政を通じた地域社会の活性化の中で、学習成果を生かしたボランティア活動の支援などによる地域づくりのための住民の社会参加活動の促進が述べられていることがあげられている6）。このように、教育領域では、ボランティア活動が支援・推進されているが、ボランティア活動の基本的理念である自発性、無償性、公共性等からみると、愛育班をはじめとする地域組織活動もボランティア活動として支援・推進されることとなるからである。一194高野他：保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）　次に、「生きる力」をはぐくむには、学校・家庭・地域・社会が相互に連携していくことが必要であるとし、その家庭教育を支援したり、子育てに悩む親の相談対応する体制づくりがいわれている7）。また、学習成果の活用として、地域ぐるみの組織活動や地域の子育て支援ネヅトワーク化が必要とされている8）。愛育班は、家庭教育支援や子育て支援ネットワークの構成組織として活躍が期待できると思われる。社会教育行政では、現在家庭教育手帳、家庭教育ノートによる情報提供、相談体制の整備、学習機会の提供等の方策を展開しているが、施策の推進に当たっては、各専門部局がそれぞれの役割に応じて施策を進めつつ相互に連携を図ることが効果的であるとし、連携の重要性が述べられている9）。　以上述べたところから、愛育班活動の支援や子育て支援において、教育領域との連携の必要性は高く、重要であるといえよう。連携方法としては、連絡協議、情報提供、事業への協力、協働支援等が考えられる。教育委員会事務局で生涯学習全般のコーディネートをする社会教育主事や公民館の職員との連携を中心に進めることが必要である。公民館は、「住民のつどい、まなぶ、むすび合うところ」とされている。従って、公民館職員は、地域組織育成の専門性を有していると考えられるので、連携をとって支援にあたるとよいと思われる。　愛育班の活動においては、公民館を会場として利用するだけでなく、各種講座、教室への参加をはじめ、託児などの運営協力、広報活動への協力などが考えられる。また、愛育班の活動、訪問活動や分班長会議から顕在化した学習二一ズによる講座、教室等の企画、愛育班員の研修の企画や運営協力を依頼することも考えられる。　生涯学習社会におけるネットワーク型行政の推進が提言されている1）と同様、保健、福祉の領域においても、多様化する住民二一ズや地域組織の活動にこたえていくためには連携が必要である。今後一層、連携できる仕組みの形成や活用が望まれる。VI．結　語　住民組織活動の連携に関する研究の一環として、愛育班活動についての実態を調査検討したところ、以下に述べる知見を得た。　即ち、他組織・団体との連携している愛育班は26％、必要に応じて連携して愛育班は57％で十分な連携がされているとはいえなかった。連携先の組織・団体は、食生活改善推進員・協議会、町内会・自治会、社会福祉協議会などが高く、主な連携内容は事業への協力であった。連携頻度と連携の必要性が高いとされた組織・団体は、子育てクラブ・サークルであった。食生活改善推進員については、活動の競合や兼務の問題と合わせて調整する必要があると考えられた。　次に、保健師の連携実態は、保健、福祉領域に比べ教育領域が低いことが指摘され、教育領域との連携のとり方およびあり方が今後の課題であるとした。　今後の愛育班と他組織との連携については、母子保健だけでなく、健康づくりや高齢者の福祉、児童虐待等の広範な活動との連携が求められており、教育領域特に社会教育領域との積極的な連携を図ることは、今後の生涯学習社会における愛育班活動の展開にあたって、一層重要になることを指摘した。謝辞　ご多忙のところ調査にご協力いただきました保健師の方々に深謝いたします。【文献】1）生涯学習審議会．社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について（答申）。19982）青井和夫他．コミュニティ・アプローチの理論と技法．績文堂．19673）斉藤進他．保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（！）．日本子ども家庭総合研究所紀要第37集，2001：145−1584）日本小児保健協会．平成12年度乳幼児健康度調査報告書．20015）生涯学習審議会．「今後の社会教育の動向に対応した生涯学習の振興方策にについて」（答申）．1992（平成4年）6）生涯教育審議会．「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について」（答申）。1998（平成10年）7）生涯学習審議会．「生活体験・自然体験が日本の子どもの心をはぐくむ」（答申）．1999（平成11年）8）生涯学習審議会．「学習成果を幅広く生かす一学習成果を生かすための方策について一」（答申）．1999（平成11年）9）生涯学習審議会社会教育分科審議会．「家庭の教育力の充実等のための社会教育行政の体制整備について」（報告）．2〔）00（平成12年）一195一日本子ども家庭総合研究所紀要表1市町村別回答者の年齢第38集口竺　の合計20歳代30歳代40歳代50歳以上N。A．　　95．3％　　180．5％　　178．8％　　120．3％　　3．1％　　5900．0％町　　383．6％　　511．7％　　522．3％　15．3％　　5．1％　　16100．（既村　　111．4％　　140．0％　　　70．0％　　3．6％　　3500．0％合計　　582．7％　　832．5％　　769．8％　　3018％　　81％　　255000％表2市町村別保健師経験年数魯土合計5年未満5〜9年10〜19年20年以上N．A．　　3．1％　　120．3％　　192．2％　　227．3％　　3．1％　　5900．0％町　　244．9％　　436．7％　　489．8％　　415．5％　　5．1％　　16100．0％村　　140．0％　　70．0％　　82．9％　　67．1％　　3500．0％合計　　4161％　　6243％　　7594％　　6971％　　81％　　255000％表3市町村別現市町村での勤務年数率での⇔女合計5年未満5〜9年10〜19年20年以上N．A．　　3．1％　　132．0％　　192．2％　　215．6％　　3．1％　　5900．0％町　308．6％　　404．8％　　522．3％　　341．1％　　5．1％　　16100．0％村　　140．0％　　70．0％　　95．7％　　54．3％　　3500．0％合計　478．4％　　6035％　　801．4％　　6035％　　81％　255000％表4市町村別単位愛育班数単位鵡衣班じ合計12〜45〜910〜1920〜N．A．　　132．0％　　143．7％　　155．4％　　143．7％　　3．1％　　5900．0％町　　735．3％　　447．3％　319．3％　　6．7％　　5．1％　　2．2％　　16100．0％村　　277．1％　　1．9％　　3．6％　　3．6％　　1．9％　　3500．0％合計　11343％　　593．1％　4992％　230％　　95％　2％　　255000％表5市町村別分班長会議の定例開催状況分班　会言の定1夕1隣　邨況合計開　している開崔していないN．A．度数％度数％度数％度数％　　町　村計4537720976．3％5．1％7．1％20％14374423．7％4．3％0．o％7．3％112．6％．9％％59615255100．0％00．0％00．0％000％一196一高野他：保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）　　　　　表6市町村別分班長会議開催状況∠王1　△葦’聯ム誉（3、4ヶ月に1回　5・　，）（2ヶ月に1回程度　5か’9・）ほぼ毎月（年10　口以上N．A．度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計12175026．7％2．6％5．9％39％11865524．4％7．7％2．2％63％206139944．4％8．2％8．1％74％22154．4％．5％．7％4％45377209100．0％0α0％00．0％000％表7市町村別総会開催状況総会　　弾況△言　口していしていかいN．A．度数％度数％度数％度数％　　町　村計5546423593．2％0．7％7．1％2．2％415196．8％．3％5％112．9％％59615255100．0％00．0％00．0％000％表8市町村別事業計画、予算等の作成状況業言面　　　　の　成�d噛況△雪愛育班役員が中　心に　成役員と事務局が諮して　成事務局中心で作　　成NA度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計23545239．0％5．5％1．4％04％2882314947．5％0．9％5．7％84％83875313．6％3．6％0．0％08％112．9％％59615255100．0％00．0％00．0％000％表9市町村別愛育班活動における他組織等との連携状況育班活における他組，働との庫　’噛況合言’車　してい活動の必要に応て連携している蓮携していないN．A．度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計16376627．1％6．7％0．0％59％3392214455．9％5．3％2．9％65％92063515．3％2．4％7．1％37％19101．7％．6％9％59615255100．0％00．0％00．0％000％一197一日本子ども家庭総合研究所紀要　第38集表10市区町村別連携状況（連携ありのみ集計）・区∠△妻、度数％度数％度数％度数％子同てラ　　の連乃1734．7％5440．9％931．0％8038．1％母親クラブとの連携510．2％2821．2％724．1％4019．0％食生活改善推進員との連携2755．1％9168．9％1862．1％13664．8％母子保健推進員との連携1224．5％4030．3％26．9％5425．7％民生児童委員との連携3061．2％4634．8％724．1％8339．5％社会福祉協議会との連携3061．2％7456」％1758．6％12157．6％老人クラブとの連携2959．2％5541．7％1758．6％10148．1％福祉ボランティアとの連携1122．4％3325．0％620．7％5023．8％スポーン団体との連携714．3％96．8％13．4％178．1％PTAとの連携1122．4％2115．9％517．2％3717．6％学習ボランティアとの連携118．3％115．2％婦人会との連携2551．0％5239．4％1758．6％9444．8％青年団との連携36．1％43．0％13．4％83．8％町内会・自治会との連携3571．4％7355．3％1448．3％12258．1％その他との連携1224．5％2922．0％413．8％4521．4％N＝49100．0％132100．0％29100．0％210100．0％表11他の組織との連携内容（複数回答）組織・団体名遅　　　谷N＝情報提供事業協力場の提供その他度数％度数％度数％度数％子育てクラブ・サークル3039．55775．01215．856．676母親クラブ1332．53177．525．0615．040食生活改善推進員・協議会4030．311083．375．375．3132母子保健推進員・協議会1428．63979．648．2612．249民生児童委員・協議会4858．53643．911．2911．O82社会福祉協議会3831．79175．854．2108．3120老人会・老人クラブ2626．57374．51111．21111．298福祉ボランティアグループ1734．73163．312．0714．349スポーツ団体423．51376．5211．817PTA1336．12466．738．336学習ボランティア220．010100．010婦人会3640．07280．066．7910．090青年団450．0337．5112．5112．58町内会・自治会4739．59579．8119．2119．2119その他1126．83585．4614．637．341xz　　　　　　τ　　口r←吟　　　　　4室　　　　　　　　　　　　※N・A』不明を除いて集計、表11のありの度表12市町村別食生活改善推進員との連携内容（複数回答）数とは一致しない連携内六合計・主日供事業協力日の提供その他度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計72674026．98．93．8032251311084．63．31．33．3777．835275．62．5326016132100．000．000．0000一198一蓮　　穴△量日カ日の9の度数％度数％度数　　％度数％度数％　　町　村計12874735．3％9．4％0．0％95％31　　91．2％6　　フ8．9％　　57．1％5　　フ98％272115．9％．9％4．3％2％5421114．7％．6％ヰ3％2％34114119100．0％00．0％00．0％000％連　　穴△言目　　、カ日の目　　、の度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計73013823．3％0．5％．3％17％235139176．7％4．3％1．3％58％556．8％2％4331013．3％．1％8．8％3％30416120100．0％00．0％00．0％000％蓮　内索ム言目　　、カ口の目　　、の也度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計81532627．6％7．8％0．0％65％228137375．9％0．4％6．7％45％281116．9％4．8％．7％12％3711110．3％3．0％．7％12％2941598100．0％00．0％00．0％000％’車　　穴△言日　　、業カ日の目供の他度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計719103629．2％8．8％8．8％00％218137287．5％7．6％6．5％00％22268．3％．1％1．8％7％342912．5％．2％1．8％00％2491790100．0％00．0％00．0％000％　　高野他：保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）表13市町村別町内会・自治会との連携内容（複数回答）表14市町村別社会福祉協議会との連携内容（複数回答）　　表15市町村別老人会との連携内容（複数回答）　　表16市町村別婦人会との連携内容（複数回答）　　　　表17市町村別他の組織との連携1番目の組織・団体・区ハ△曇　口度数％度数％度数％度数％子月てラ　・　一　ル36．1％1612．1％310．3％2210．5％母親クラブ12．0％86．1％310．3％125．7％食生活改善推進員・（協議会1020．4％3728．0％517．2％5224．8％母子保健推進員・協議会612．2％118．3％13．4％188．6％民生児童委員・協議会36．1％75．3％104．8％社会福祉協議会12．0％64．5％26．9％94．3％老人会・老人クラブ48．2％43．0％13．4％94．3％福祉ボランティアグループ24．1％21．5％41．9％PTA1．8％1．5％婦人会510．2％1410．6％827．6％2712．9％町内会・自治会816．3％1511．40b310．3％2612．4％その他510．2％86．1％310．3％167．6％N．A．12．0％32．3％41．9％合計491000％1321000％291000％2101000％一199一日本子ども家庭総合研究所紀要　　表18市町村別連携得点第38集蓮詫目合計12345678910以　　1．0％　　4．2％　　136．5％　　100．4％　　50．2％　　74．3％　　2．1％　　1．0％　　62．2％　　4900．0％町　　9．8％　　183．6％　　226．7％　　215．9％　　151．4％　　194．4％　　8．1％　12．1％　　3．3％　　5．8％　　13200．0％村　　30．3％　　2．9％　　43．8％　　　74．1％　　　74．1％　　30．3％　　1．4％　　1．4％　　1．4％　　2900．0％合計　132％　　2414％　　3986％　　3881％　　2205％　　2729％　166％　151％　　49％　127％　　210000％表19市町村別他組織との連携の必要性，　との庫　の”・ム曇”・　でどちらかといえ必　でどちらともいえ　かいば・どちらかといえ　　でN　A度数％度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計3707716162．7％6．5％8．6％31％11894818．6％7．4％5．7％88％71963211．9％1．8％7．1％25％1121．7％6％％363125．1％．7％．6％7％59615255100．0％00．0％00．0％000％表20市町村別他組織との連携の必要性（連携のありのみ集計）、区△△葦度数％度数％度数％度数％子同てラ　　の連乃の必4185．410981．32076．917081．7母親クラブとの連携の必要性3266．78966．41661．513765．9食生活改善推進員との連携の必要性3981．311485．12180．817483．7母子保健推進員との連携の必要性2245．87556．0830．810550．5民生児童委員との連携の必要性3981．310981．32180．816981．3社会福祉協議会との連携の必要性4185．410779．92180．816981．3老人クラブとの連携の必要性4287．59873．12388．516378．4福祉ボランティアとの連携の必要性3675．09470．11453．814469．2スポーツ団体との連携の必要性1735．43223．9623．15526．4PTAとの連携の必要性2960．46951．51246．211052．9学習ボランティアとの連携の必要性1633．33324．613．85024．0婦人会との連携の必要性3368．87656．71765．412660．6青年団との連携の必要性2041．73626．9830．86430．8町内会・自治会との連携の必要性4389．611082．12180．817483．7その他との連携の必要性918．81511．2519．22913．9合計48100013410002610002081000一200一高野他；保健福祉における住民組織活動の連携に関する研究（2）　　表22市町村別連携の必要性1番目の組織・団体・区1噺△き度数％度数％度数％度数％子円てラ　・一ル918．8％3425．2％519．2％4823．0％母親クラブ24．2％64．4％311．5％115．3％食生活改善推進員・協議会1020．8％2417．8％415．4％3818．2％母子保健推進員・協議会48．3％139．6％13．8％188．6％民生児童委員・協議会510．4％85．9％136．2％社会福祉協議会24．2％43．0％13．8％73．3％老人会・老人クラブ12．1％32．2％27．7％62．9％PTA21．5％21．0％婦人会48．3％64．4％27．7％125．7％町内会・自治会714．6％2417．8％27．7％3315．8％その他12．1％21．5％13．8％41．9％N．A．36．3％96．7％519．2％178．1％合計481000％1351000％261000％2091000％表23市町村別保健師の保健領域との連携状況協に’けるゐ・との蓮△き　口してい小ししていしていかい記入・・日度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計3606416661．0％5．8％8．6％51％19376932．2％6．7％0．0％71％3124195．1％．5％1．4％5％1．7％％59615255100．0％0α0％00．0％000％表24市町村別保健師の保健領域との連携の必要性需に’け　保輔域との連の必　生”・で　るどちらかといえ”・であどちらともいえ　たいば”・どちらかといえ　　かい”・　かい△量口度数％度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計4922219383．1％5．8％2．9％57％72884311．9％7．4％2．9％69％364135．1％．7％1．4％1％331．9％2％2131．2％．9％2％59615255100．0％00．0％00．0％000％表25市町村別保健師の福祉領域との連携状況支訂における福祉ゐ域との蓮ム言していノ’していしていかい未記入・・日度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計18087630．5％1．1％2．9％98％195219532．2％4．2％0．0％73％21668335．6％4．8％7．1％25％1．7％％59615255100．0％00．0％00．0％000％一201一　　　日本子ども家庭総合研究所紀要　第38集表26市町村別保健師の福祉領域との連携の必要性亀に’け冒止ゐ・との連の”・生どちらかといどちらかといえば必要でどちらともいえば必要な、’　、えないい、’　、かいN　Aム量度度度度度度度％数％数％数％数％数％数％4271．2％122α3％46．8％11．7％59100％町9357．8％4326．7％2012．4％31．9％1．6％1．6％161100％村1748．6％1645．7％12．9％12．9％35100％合計152596％71278％2598％416％14％28％255100％表27市町村別保健師の教育領域との連携状況に’け云ゆ・との庫ム量していノ’ていしていかい記入・・日度数％度数％度数％度数％度数％　　町　村計72363611．9％4．3％7．1％41％216108735．6％4．8％8．6％41％3021913150．8％0．9％4．3％14％1．7％％59615255100．0％00．0％00．0％000％表28市町村別保健師の教育領域との連携の必要性’に’け＝旨々・との蓮の必性どちらかといどちらかといえば必要でどちらともいえば必要な、」　、でえかいい、」　、かいN．A．△曇度度度度度度度数％数％数％数％数％数％数％3457．6％162フ．1％813．6％11．7％59100％町7345．3％5534．2％2616．1％53．1％21．2％161100％村1542．9％1337．1％514．3％12．9％12．9％35100％合計122478％84329％39153％727％28％14％255100％一202一

